
 

 

 
平成 28 年３月 24 日 

 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 ベ ネ フ ィ ッ ト ジ ャ パ ン 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  佐 久 間  寛 

  （コード番号：3934 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長兼総務部長 松下 正則 

  （TEL. 06-6223-9888） 

 

東京証券取引所マザーズへの上場に伴う決算情報等のお知らせ 

 

当社は、本日、平成 28 年３月 24 日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。今後とも、なお

一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、平成 28 年３月期（平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日）における当社の業績予想は、

次のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別添のとおりであります。 
 

【連 結】                                      （単位：百万円、％） 

決算期 

 

 

 

項目 

平成 28 年３月期 

(予想) 

平成 28 年３月期 

第３四半期累計期間 

(実績) 

平成 27 年３月期 

(実績) 

 
対売上高

比率 

対前期 

増減率 
 

対売上高 

比率 
 

対売上高 

比率 

売 上 高 4,220 100.0 ▲0.7 3,243 100.0 4,249 100.0 

営  業  利  益 490 11.6 80.5 498 15.4 271 6.4 

経  常  利  益 465 11.0 67.9 489 15.1 277 6.5 

親会社株主に帰属する

当期（四半期）純利益 
335 8.0 71.2 345 10.7 196 4.6 

１ 株 当 た り 当 期 

（ 四 半 期 ） 純 利 益 
197 円 58 銭 204 円 16 銭 115 円 81 銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 O 円 00 銭 ― O 円 00 銭 

（注）１．平成 27 年３月期（実績）及び平成 28 年３月期第３四半期累計期間（実績）の１株当たり当期（四半期）純利

益は期中平均発行済株式数により算出しております。 

   ２．平成 28 年３月期（予想）の１株当たり当期純利益は、自己株式を除き、公募株式数(250,000 株）を含めた予

定期中平均発行済株式数により算出しております。 

   ３．平成 26 年６月２日付で普通株式１株につき普通株式 1,000 株の割合で株式分割を行っておりますが､平成 27

年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期（四半期）純利益を算出しております。 

 

 

  



 

 

【平成 28 年３月期業績予想の前提条件】 

（1）全体的な見通し 

 

ＭＶＮＯ事業におきましては、相次ぐＭＶＮＯの参入により、ＭＶＮＯが提供するＳＩＭカードを利用した新料金 

プランなど、各社が幅広いサービス展開をしております。平成 27 年５月の総務省主導によるＳＩＭロック解除の流れ 

を受け、格安ＳＩＭによる安価なデータ通信及び電話サービスの普及が加速し、ここ数年で大きな市場拡大が期待さ 

れております。当社がＭＶＮＯ事業を展開するＭＶＮＯ市場における「格安ＳＩＭ」を含む独自サービス型ＳＩＭの 

回線契約数は、㈱ＭＭ総研の調査によると、2014 年度で 326 万回線であり、2016 年度には 2014 年度比 2.4 倍の 770 

万回線まで拡大すると予想されております。 

このような状況の中、当社グループは、「情報通信サービスでお客様のライフスタイルを楽しく便利に」を経営方 

  針とし、販売会社から通信事業者への転換を図りつつ、”笑顔でつなぐ、みんなの未来”をキャッチフレーズに事業 

を展開いたしております。その結果、平成 28 年３月期第３四半期累計期間におきましては、売上高 3,243 百万円、営 

業利益 498 百万円、経常利益 489 百万円、四半期純利益 345 百万円となっております。また、平成 28 年３月期の業績 

は売上高 4,220 百万円（前期比 0.7％減）、営業利益 490 百万円（前期比 80.5％増）、経常利益 465 百万円（前期比 

67.9％増）、当期純利益 335 百万円（前期比 71.2％増）となる見込みであります。 

 

（2）個別の前提条件 

① 売上高 

 当社セグメントは、ＭＶＮＯ事業、契約加入取次事業、天然水宅配事業及びその他事業にて区分しておりますが、 

売上高予想及び売上原価予想の前提条件につきましては、業績への影響値を踏まえＭⅤＮＯ事業、契約加入取次事業 

及び天然水宅配事業の３事業について説明いたします。 

    当社は、「コミュニケーションセールス※１」によって、当社の販売員が催事場所において契約活動を行う直販の 

他、当社の代理店で新規件数獲得を行っております。 

 直販における新規件数は、ライン数※２（現場稼働日数）と完了平均値※３（生産性）の乗算により算出しており 

ます。ライン数は新入社員の増員により、ＭＶＮＯ事業（前期比 22.4％増）、契約加入取次事業（前期比 18.8％増） 

を見込んでおります。 

代理店における新規件数は、計画策定時の新規件数実績を基に当社の方針により、代理店に対してオンリーモバイ 

ルを中心とした活動を促進する事で、ＭＶＮＯ事業の新規件数（前期比 53.9％増）は増加、契約加入取次事業の新規 

件数（前期比 33.7％減）は減少を見込んでおります。 

保有件数は、末日におけるサービス利用者の総数であり、新規件数の積算と前期実績に基づいた解約率を用いた解 

約件数を減算し算出しております。 

※１．「コミュニケーションセールス」とは、顧客に対して商品等を用いてデモンストレーションを行い、実際に商 

品に触れて体験し、ＦＡＣＥ ＴＯ ＦＡＣＥのコミュニケーションを図りながら行う販売方法であります。 

※２．ライン数とは、販売員が催事場所にて販売を行う日数であります。 

※３．完了平均値は、販売員ごとの計画策定時点から概ね４～５ヶ月間の平均新規件数の実績と同水準の１ライン当 

     たりの新規件数であります。 

 

＜ＭＶＮＯ事業＞  

取扱商品は「オンリーモバイル」と、付帯商品として「オンリーオプション」を販売しております。 

通信事業者への転換を図るため、ＭＶＮＯ事業に注力し販売を行う事とし、直販のライン数は新入社員の増員によ 

り前期比 22.4％増、代理店における新規件数は前期比 53.9％増を見込んでおります。 

売上高は、オンリーモバイル新規獲得時の端末販売（割賦販売）におけるイニシャル売上とオンリーモバイルの回 

線利用料及びオンリーオプションのサービス利用料におけるストック売上で構成されております。イニシャル売上は 

新規件数 10,508 件（前期比 18.0％増）に端末の販売単価を乗算し算出しており、売上高 812 百万円（前期比 66.1％ 

増）を見込んでおります。ストック売上は保有件数に月額利用料単価を乗算し算出しており、売上高 1,196 百万円 

（前期比 30.2％増）を見込んでおります。平成 28 年３月期のＭＶＮＯ事業における売上高は 2,035 百万円（前期比 

41.7％増）を見込んでおります。第３四半期までの進捗状況につきましては、計画を上回る新規件数の増加に伴うイ 

ニシャル売上の増加、オンリーモバイルの保有件数（前年同期比 81.9％増）及びオンリーオプションの保有件数（前 

年同期比 9.0％増）が増加したことでストック売上が増加し、売上高は 1,496 百万円（前年同期比 45.6％増）となっ 

ております。 

現時点においては、足元までの新規件数や保有件数が堅調な事から概ね計画どおりに推移し、当該通期売上予想は

達成可能な水準であると考えております。 

 

＜契約加入取次事業＞  

 取扱商品は、「ソフトバンク株式会社」「ソネット株式会社※」が提供しているモバイルデータ通信サービスを販 

売しております。 

 通信事業者への転換を図るため、ＭＶＮＯ事業に注力し販売を行う事とし、代理店における新規件数は前期比 

33.7％減と大幅な減少を見込んでおります。 

売上高は、新規獲得時の端末販売及び販売手数料であるイニシャル売上と継続手数料であるストック売上で構成さ 

れております。イニシャル売上は、新規件数に取引先から収受する販売手数料を乗算し算出しております。ストック 

売上高は、前期実績に基づいた逓減率を考慮し算出しております。契約加入取次事業全体の新規件数（前期比 0.5％ 

増）を計画し、内訳として売上単価の低いソネットの新規件数（前期比 420.6％増）が大幅増加、売上単価の高いソ 



 

 

フトバンクの新規件数（前期比 35.0％減）は減少を計画しております。平成 28 年３月期の現時点においては、売上 

高は 1,318 百万円（前期比 29.2％減）となる見込みとなっております。第３四半期までの進捗状況につきましては、

ほぼ計画どおり推移した事で、売上高 1,080 百万円（前年同期比 27.7％減）となっております。 

現時点においては、足元までの新規件数や保有件数が堅調な事から概ね計画どおりに推移し、当該通期売上予想は 

達成可能な水準であると考えております。 

※ソネット株式会社は、新規獲得時における販売手数料のみで売上高が構成されています。 

 

＜天然水宅配事業＞  

３種類の天然水を定期配送により販売しております。 

新規件数は、コミュニケーションセールスによるＭＶＮＯ事業及び契約加入取次事業の新規獲得時にクロスセルに 

て行っております。 

売上高は、前期実績に基づいた解約率を考慮し算出した保有件数と前期実績に基づいた平均利用本数を乗算した予 

定利用本数に各天然水の販売単価を乗算し算出したストック売上で構成されております。第３四半期までの進捗状況 

につきましては、一人当たりの天然水利用本数が減少しているため、売上高 410 百万円（前年同期比 7.0％減）と 

なっております。以上の結果、平成 28 年３月期の売上高は 538 百万円（前期比 7.1％減）となる見込みとなっており 

ます。 

現時点においては、足元までの新規件数や保有件数が堅調な事から概ね計画どおりに推移し、当該通期売上予想は 

達成可能な水準であると考えております。 

   

② 売上原価 

  

＜ＭＶＮＯ事業＞  

   売上原価は、新規獲得時の端末原価、オンリーモバイルの回線原価及びオンリーオプションのサービス原価で構成

されております。 

新規獲得時の端末原価は、新規件数にＷｉＦｉルーター仕入単価及びデバイス端末仕入単価を乗算し算出（原価率 

40.1％）しております。仕入単価については、計画作成時の単価を使用しております。オンリーモバイルの回線原価 

は、１回線単位での借り受けと土管（１Mbps 単位）での借り受けがあり、１回線単位で借り受けする場合は、前期実 

績に基づいた解約率を考慮し算出した保有件数と１回線単位の回線利用料（原価率 58.7％）を乗算して算出しており 

ます。また、土管で借り受けする場合は、１Mbps に利用する人数を当社にて設定し、その人数を超えた時点で１Mbps 

を追加していく事としており、１Mbps の単価に土管数を乗算して算出（原価率 50.6％）しております。なお、新規件 

数はほぼ土管での回線原価を使用する計画としております。 

オンリーオプションのサービス原価の単価は、前期のオンリーオプション利用料（ＯＥＭ元より供給を受けている 

分）総額を計画作成時の保有件数で除算し算出しております。オンリーオプションのサービス原価につきましては、 

前期実績に基づいた解約率を考慮し算出した保有件数にそれぞれの単価を乗算して算出（原価率 28.3％）しておりま 

す。 

以上の結果、平成 28 年３月期の売上原価は 835 百万円（前期比 17.9％増）、原価率は 41.0％（前期の原価率は 

49.3％）を見込んでおります。 

   第３四半期までの進捗状況につきましては、計画どおり土管の比率を高くした事で売上原価は 614 百万円（前年同 

期比 17.4％増）、原価率は 41.1％（前年同期の原価率は 51.0％）となっております。 

 

＜契約加入取次事業＞  

   売上原価は、新規獲得時の端末原価であります。 

新規獲得時の端末原価は、ソネットを除く新規件数にＷｉＦｉルーター仕入単価及びデバイス端末仕入単価を乗算 

して算出（原価率 55.6％）しております。仕入単価については、計画作成時の単価を使用しております。 

以上の結果、平成 28 年３月期の売上原価は 580 百万円（前期比 44.9％減）、原価率は 44.0％（前期の原価率は 

56.6％）を見込んでおります。第３四半期までの進捗状況につきましては、ほぼ計画どおりで推移したため、売上原 

価は 467 百万円（前年同期比 44.1％減）、原価率は 43.3％（前年同期の原価率は 56.0％）となっております。 

  

＜天然水宅配事業＞  

   売上原価は、顧客が注文した天然水の仕入代金と諸経費として天然水の銘柄に応じた採水地から顧客宅へ直送する 

配送料で構成されております。 

  天然水の売上原価は、売上の予定利用本数に天然水の仕入単価および前期実績に基づいた平均配送料単価を乗算 

し算出（原価率 44.9％）しております。以上の結果、平成 28 年３月期の売上原価は 223 百万円（前期比 7.4％減）、 

原価率は 41.5％（前期の原価率は 41.6％）を見込んでおります。第３四半期までの進捗状況につきましては、一人当 

たりの天然水利用本数が減少しているため、売上原価は 171 百万円（前年同期比 6.3％減）、原価率は 41.8％（前年 

同期の原価率は 41.5％）となっております。 

 

 

③ 販売費及び一般管理費、営業利益  

販売費は主に代理店手数料、人件費、賃借料※、交通費で構成されております。代理店手数料は代理店の新規件数 

に商品ごとの手数料単価を乗算し算出しております。人件費、賃借料及び交通費につきましては、販売員が前期と比 

べて 8名増加し 52 名になったため、人件費が前期比 38.3％、賃借料が前期比 22.4％、交通費が前期比 19.8％増加 



 

 

する計画であります。一般管理費は、前期実績を基に各勘定科目の発生事由ごとに金額を設定しております。また、 

当社は年間での業績連動型賞与制度を採用しているため、賞与を第４四半期に計上することとなり、大幅に営業利益 

が減少することを見込んでおります。 

以上の結果、平成 28 年３月期の販売費及び一般管理費は、1,822 百万円（前期比 9.1％増）を計画しており、営業 

利益は 490 百万円（前期比 80.5％増）を計画しております。 

 ※賃借料の主な内容は、当社が販売を行う催事場所の使用料になります。 

 

④ 営業外収益・費用、経常利益 

営業外費用については、金融機関からの借入、社債利息及び天然水宅配事業におけるウォーターサーバーのリース

に伴う利息 8百万円、上場関連費用 22 百万円を計画しております。 

以上の結果、平成 28 年３月期の経常利益は 465 百万円（前期比 67.9％増）を見込んでおります。 

 

⑤ 特別損益、当期純利益 

   特別損益については、計画しておりません。 

以上の結果、平成 28 年３月期の当期純利益は 335 百万円（前期比 71.2％増）を見込んでおります。 

 

 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

 

以 上 


























